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要  旨 

 

本研究では，人工排水材（ドレーン）を用いた新たな液状化被害抑止技術として，従来の液状化

層ではなく，非液状化層にドレーンを敷設することで，液状化層から非液状化層への過剰間隙水圧

の伝播を防ぎ，もって液状化に伴う地盤内流動ひいては噴砂・ボイリングを抑止する工法原理を開

発し，その有効性を一連の通常重力場及び遠心力場実験，3 次元浸透流解析，2 次元有効応力解析，

フィールド試験等の各種実験・解析を通じて明らかにした． 

本工法の適用により，ボイリングによる地表面変状・不陸を約 9 割抑制しうることを定量的に実

証し，ボイリング抑制指標に基づく設計フロー及び施工フローを構築・確立した．本工法は，巨大

地震時に港湾・空港・海岸等における道路面ならびに地表の変状を抑制し，地震後の緊急車両の通

行可能性や荷さばき地の利用可能性を大幅に高めると共に，コスト面でも有利な対策方法であり，

広域のボイリング・噴砂・舗装被害を有効かつ経済的に抑止することから，今後の幅広い普及・   

展開が期待される． 
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Synopsis 

 

The present study aimed at developing a new concept of countermeasure against 

liquefaction-induced damage by utilizing artificial drain materials. A series of model tests and 3D 

seepage analyses were performed to investigate the spread of liquefaction and associated sand boils. 

The results demonstrated that the drain method is capable of suppressing the spread and 

propagation of liquefaction, while allowing the occurrence of liquefaction underneath the bottom of 

the drain installed. This resulted in preventing flows in and boiling above the ground effectively, 

giving rise to no significant surface deformations. Further seepage analyses and centrifuge model 

tests were conducted to establish a design method of the new liquefaction-induced damage 

suppression technique called the sand boil damage suppression (SBDS) method. The developed 

method has proven itself capable of suppressing the unevenness of the ground surface induced by 

liquefaction and sand boil by as high as 90%, while ensuring a much-lower construction cost 

compared with that of a standard liquefaction countermeasure. A series of effective stress analyses 

and field tests further demonstrated the effectiveness and working principle of this new 

liquefaction-induced damage suppression method, and established the design chart/flow and the 

process of construction on this new SBDS method. 
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1. はじめに

現在日本国内では，各種の原理に基づく液状化対策工

法が開発されているが，殆どの工法が液状化の発生を防

ぐことにより液状化の被害を低減させるものであり，い

ずれの方法も高価である場合が多い．本研究は，人工排

水材を用い，地震後に液状化が発生したとしても港湾・

空港・海岸等施設における道路面ならびに地盤の変状を

抑制し，地震後の緊急車両の通行可能性や荷さばき地の

利用可能性を大幅に高めるための対策方法を検討し開発

するものである．具体的には，液状化の発生を許しなが

らも，変状を防ぐことで，コスト面で有利な液状化被害

抑止工法を開発することを目的としている． 

液状化に伴う道路面や地表の大きな変状・凸凹は，ボ

イリングによってもたらされる場合が多い．ボイリング

(噴砂) は，液状化による地盤内の流動が地表に露出し土

砂が噴き出したもので，粘土・シルトのような不透水層

の存在と密接に関係しているとも考えられている 1)
  
-

  
4)．

一方，液状化対策工法の主要な対策原理は，締固め，固

結，排水などが挙げられる．いずれの対策も液状化の抑

止・軽減に有効であり，本研究で着目する排水 (ドレー

ン) 工法も，過剰間隙水圧を低減する効果が広く認めら

れている 5)
  
-

  
8)．東北地方太平洋沖地震や熊本地震のよう

な大規模で継続時間の長い地震動や連続した地震動は，

液状化の発生及び進展に大きく影響することが明らかと

なっており 9)
  
-

 
12)，上述のような地盤変状を抑えるコスト

面で有利な液状化被害抑止工法を開発する意義は大きい． 

これまで港湾では主に岸壁等の係留施設の安定を保つ

目的で液状化対策が行われてきており、この際、係留施

設の安定に影響する範囲の対策を行えば十分であった．

しかしながら、実際には係留施設は背後の臨港道路や荷

さばき地と一体となって機能するものであり，これらも

含めた対策となると、これまでよりも面的にはるかに広

い範囲の対策となるため、よりコスト的に有利な対策が

求められている。以上の背景から、深部における液状化

の発生は許容しつつボイリング被害を抑止する対策を考

案・開発したものである． 

本報告は、８章構成であり，各章の概要を以下に記す．

東日本大震災において確認されたドレーン (過剰間隙水

圧消散) 工法の効果について２章で先ず述べた後，３章

では，人工排水材を用いた液状化伝播およびボイリング

被害抑止に関する通常重力場の実験及び解析について記

す．４章では，本工法の浸透流解析および遠心力場実験，

５章では，地表面変状抑制効果の検証，６章では，有効

応力解析と設計フロー，７章では，施工と経済性につい

て記述し考察する．最後に，８章では，本工法開発にお

いて得られた知見をまとめる． 

2. 人工排水材を用いた液状化対策の事例

東日本大震災で液状化による被害は多くの施設で発生

したが，同時に液状化対策が機能した事例も多く確認さ

れている．以下では，東日本大震災で確認されたドレー

ン (過剰間隙水圧消散) 工法の事例について述べる．

本事例は 13）, 14) ，東京港木材埠頭で施工されたもので，

人工材を用いた DEPP 工法 (ドレーン工法)  によるもの

である．図-2.1 に代表的な対策断面，写真-2.1 にドレ

ーン打設状況を示す．岸壁は控え杭式矢板構造で前面水

深は-12m である．ドレーン材には，グリッドドレーンと

スパイラルドレーン(7 章参照)が用いられ，打設間隔 45

～65cm (写真－2.1の区域は打設間隔 55cm) で設置された． 

地震後の岸壁背後の状況を，写真-2.2 に示す．同写真

右側が施工箇所，左側が未施工箇所である．施工箇所で

は液状化の発生はなく，舗装等は健全であったが，未施

工箇所では液状化により被災し，大きな凸凹・亀裂が発 

生し，舗装に顕著な被害が生じていることがわかる． 

図-2.1 東京港木材埠頭におけるドレーン工法の対策断面 

写真-2.1 ドレーン打設状況 
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3. 人工排水材を用いた液状化伝播・ボイリング被 

害抑止実験及び解析 15) 

 

3.1 人工排水材を用いた液状化伝播・ボイリング被害抑

止実験 

先述のとおり，液状化に伴う地盤の大きな変状・凸凹

は，ボイリング (噴砂) が原因である場合が多い．ボイ

リングは，地盤内の流動が地表へ達し顕れたものであり，

当該流動経路で液状化が伝播した事象により生じるとい

う概念および考えの下，人工排水材（ドレーン）を用い

た液状化伝播・ボイリング被害抑止工法に関する一連の

通常重力場の実験及び解析を行った．なお，液状化の伝

播が，地盤の大規模な流動と密接に関わっていることは

既往の研究でも明らかとなっている 16)．本研究で行った

実験ケース一覧を表-3.1 に，実験断面図および当該平面

図を図-3.2，3.3 にまとめている．この際，図中の CH は

間隙水圧計を表している．地表に不透水層を有する砂層

地盤を模擬する為に，ベントナイト層を地表にその下に

細砂層 (硅砂 7 号)＋基盤層 (粗砂)を敷設した上で，地盤

底部より水圧を加圧することにより液状化を誘起し，ド

レーンの有無及びドレーン本数 (1 本, 4 本) と先端深さ 

(浅, 中, 深) を変化させた土槽実験を実施した．また，

不透水層がない場合の実験も合せて実施した (表-3.1)．

この際，ドレーンは，直径約 10mm のスプリングを化繊

平織りの目の細かい布袋 (糸のピッチ: 40 本/10mm, 糸

径 0.1mm) に入れたものを用いた．また，各実験ケース

では，液状化に伴う地盤内流動の様子を捉えるために，

ドレーン及び間隙水圧センサの各深さを基準として赤色

砂線を入れている (図-3.5 参照)． 

表-3.1 には，上述の実験条件と共に，それぞれの実験

で生じた各現象の有無も合せて示している．本結果につ

いては，以下で詳しく記述・考察する．尚，液状化は，

地中の鉛直有効応力 σ’v = σ’v0 — ue  がゼロになった際に，

液状化発生と定義している．ここに，σ’v0 は初期鉛直有

効応力，ueは過剰間隙水圧である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-2.2 東北地方太平洋沖地震後の岸壁背後の状況 

 

(a) ケース 1 

(b) ケース 2 

 

図-3.2 人工排水材を用いた液状化伝播・ボイリング被害抑止実験：

断面図 (a), (b) 

 

粘土層 ドレーン 液状化 浮上がり

載荷中 載荷後

1 有り 無し ○ ○

2 有り １本 ○ ○

3 有り 4本, 深い ○

4 有り 4本, 中 ○ ○

5 有り 4本, 浅い ○ ○ ○

6 無し 無し ○ ○

7 無し 4本, 中 ○ ○

8 無し 4本, 浅い ○ ○ ○

実験ケース
No.

ボイリング

未改良部                改良部 表-3.1 人工排水材を用いた液状化伝播・ボイリング被害

抑止実験：実験ケース一覧 
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(c) ケース 3                                               (d) ケース 4 

 

(e) ケース 5                                                (f) ケース 6 

(g) ケース 7                                               (h) ケース 8           

図-3.2 人工排水材を用いた液状化伝播・ボイリング被害抑止実験：断面図 (c)-(h) 

 



 

 

 

佐々 真志・上野 一彦・浅田 英幸・グエン ビン・田代 聡一・片山 遥平・赤金 秀孝・山内 義文 

- 7 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 実験結果と解析・考察 

上述の実験結果の概要を表-3.1 にまとめている．ドレ

ーンの有無による鉛直有効応力―時間関係に関する代表

的な実験結果 を図-3.4 に示す．ドレーン無しの場合 (図

-3.4 (a)）には，地盤底部より液状化が発生し，地盤深

部，中部・浅部へと順に液状化した．実際，図-3.4a よ

り，地盤内の鉛直有効応力が全層でゼロ以下となったこ

とがわかる．図-3.5 に地盤内流動・ボイリングの発生状

況を示す．液状化域の伝播に伴って，図-3.5(a)に示すか

たちで，地盤内の流動が大きく顕著になり，粘土層下に

水膜が生成されると共に，ボイリングが複数箇所で発生

した．この際，図-3.4(a)の有効応力の一部回復過程は，

地盤底部でボイリング発生後に生じたものである．ドレ

ーンを地盤中央に一本入れた場合 (図-3.2(b)) には，ド

レーンから水平方向に離れた領域で，液状化しボイリン

グが発生した．これに対し，ドレーンを密に深く入れた

場合 (図-3.2(c)) には，砂層全体にわたる排水効果によ

り，全層で液状化の発生を抑止した． 

一方，ドレーンを地盤浅部から中部にかけて敷設した

場合 (図-3.2(d)) には，ドレーン下端より下方で液状化

が発生し，ドレーン下端より上方に位置する地盤浅部・

中部では液状化しなかった．実際，図-3.4(b)より，地盤

深部のみ有効応力が負となっていることがわかる．この

際，同一深度の水平方向 (CH6, 7, 8) の有効応力がほぼ同 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3.3 人工排水材を用いた液状化伝播・ボイリング被害抑止実験：平面図  (a) ケース 2  (b) ケース 3, 4, 5, 7, 8 

 

図-3.5 地盤内流動・ボイリングの発生状況：(a) ケース１, 図-3a  (b) ケース 6, 図-3f  (c) ケース 4, 図-3dに対応 

 

(a) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 

図-3.4 ドレーンの有無による鉛直有効応力―時間関係の実験

結果：(a) ケース 1, 図-3a  (b) ケース 4, 図-3d に対応 
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図-3.7  間隙水の流速分布 (m/s)・ベクトルの解析結果：

ケース 5 

 

程度となっている理由について，ドレーンの有無による 3

次元定常浸透流解析結果 (図-3.6, 3.7) に基づき，以下に

述べる．ドレーン周りでは間隙水の移動が早くなる  (図

-3.7)． 一方，このドレーン効果は，ドレーン中央断面 (図

-3.6(c)) のみでなく，土槽前面または背面 (図-3.6(b)) 

で水平方向に平滑化されたかたちで発現し，ドレーン無し

の場合 (図-3.6(a)) に比べて，全水頭分布を大きく抑制し

た．以上の結果，液状化は発生しつつも，地盤内流動は全

く生じず，ボイリングを防いだ  (図-3.5(c))．その後，加

圧し続けたことに伴い地盤が剛体として持ち上がった結

果，底部に亀裂が生じた (表-3.1 の浮上がりに対応)．実

際の地震作用時には，強制加圧は作用しないため，上記結

果は，ドレーンの敷設により液状化伝播並びにボイリング

の発生を有効に抑止できることを示している．また地震時

の繰返しせん断作用下では一般に液状化に伴う沈下が増

大するが，液状化伝播の抑止は当該沈下の抑制に対しても

有効に作用すると考えられる． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上述の液状化・ボイリング挙動は，不透水層がない場合で

も同様の結果であった (表-3.1)．即ち，ドレーン無しの場

合 (図-3.2(f)) には，液状化が地盤全体に及び，ボイリン

グが生じた (図-3.5(b))．一方，ドレーン有りの場合 (図

-3.2(g)) には，ドレーン下端より下方で液状化が発生す

るも，液状化の伝播を抑制した結果，地盤内流動は生じず，

ボイリングを抑止した . ドレーン長が短い場合  (図

-3.2(e), (h)) にも，不透水層の有無に依らず，載荷中は

同様の特性を示したが，載荷後にボイリングに至った．こ

れらの事実は，ボイリングを抑止する上での液状化継続時

間の影響や最適なドレーン長の存在を示唆しており，これ

らの点について以降の章において記述・考察する. 

 

4. ボイリング被害抑止工法の浸透流解析と遠心力

場実験 17) 

 

4.1 浸透流解析 

(1) 解析条件 

地震時のボイリングは地震により発生した過剰間隙水

圧が地盤上方へ伝播することによって生じるが，本解析

では第3章と同様に地盤下端から上向き浸透圧を与える

ことでボイリング現象をモデル化した．図-4.1に代表的

な解析モデルを示す．層厚5.0 m相当の緩い飽和砂地盤

（Dr=40 %）を想定し，その下に層厚1.0 mの礫層を設けた.

ドレーンによるボイリング抑止効果，すなわち，過剰間

隙水圧の伝播に伴う地盤上層の間隙水圧の抑制効果につ

いて感度分析することを目的に，ドレーンの打設長を1.0

～3.0 m，打設間隔を0.5～3.5 mの範囲とし，打設長と打設

間隔の組み合わせとして表-4.1に示すような解析ケース

を設定した．なお，モデル寸法と地盤材料の物性値は後

述する遠心模型実験と条件を合わせた．ドレーンの透水

係数は過剰間隙水圧消散工法で使われる一般的なドレー 

図-3.6 ドレーンの有無による間隙水圧全水頭分布 (m) の3次元解析結果：(a) 図－3.2aの前面  (b) 図－3.2dの前面  (c) 図－3.2dの中央断面 

 

間隙水圧全水頭: m                   間隙水圧全水頭: m                     間隙水圧全水頭: m 
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図-4.1 解析モデル断面図・平面図 
 

表-4.1 解析ケース一覧 

 

 

 

 

 

 

ンを想定し，DEPP工法技術資料13)を参考にして設定した．

また，既往の研究18)19)によると限界動水勾配icの1.5～3.5

倍の動水勾配を与えた際にボイリングが報告されている．

本研究の上記実験15)においても2.0icでボイリングが発生

したことから，本解析でも動水勾配は2.0icとし，2.0icに相

当する15 mの全水頭を砂礫層下端に与えて定常解析（解

析コード：Unsaf）を実施した． 

 

(2) 解析結果 

図-4.2(a)に解析モデルのメッシュ図，図-4.2(b),(c)

には，解析結果のうち，一例としてドレーン無し（未改

良）ケースとドレーン有りケースについて，全水頭のコ

ンター図を示す．図-4.2(b)と(c)を比較すると，ドレー

ンを設けたケースでは，モデル全域において全水頭が未

改良ケースに比べて相対的に低いことが分かる．また，

ドレーン周辺が最も全水頭が低く，ドレーンから離れる

に従い全水頭の値は上昇している．当然の結果といえる

が，透水性が高いドレーンを敷設することで，地盤内の

間隙水圧の上昇を抑制する効果が確認できる． 

図-4.3には打設深度が1.0 mと3.0 m，打設間隔が1.2 m

と2.4 mのケースについて，中央断面（ドレーン杭芯を切

る断面）における全水頭分布のコンター図を示す．先ず，

ドレーン打設長が1.0 mの場合について，ドレーンの打設

間隔に着目すると，ドレーン打設間隔が広くなるほど，

ドレーンとドレーンの間の全水頭の値は相対的に上昇し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.2 解析モデルメッシュ図および解析結果一例 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.3 全水頭コンター図 

 

ている．また，打設長が1.0 mと短いこともあり，打設間

隔によらず，全水頭上昇の影響は地表面近くまで及ぶ結

果となっている．打設長が3.0 mのケースにおいても同様

の傾向が見て取れる．ただし，打設長1.0 mのケースと比

較すると，全水頭上昇の鉛直方向への影響範囲は打設長

3.0 mのケースの方が小さい．すなわち，ドレーンの打設

長が長いほど，また，打設間隔が短いほど，地盤上層の

間隙水圧の上昇が抑えられる効果が高いことが分かる． 

ここで，このような過剰間隙水圧の伝播に伴う地盤上

層の間隙水圧の上昇を抑えるための効率的なドレーン打

設長および打設間隔について考察する．各解析ケースの 
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計算結果において，ドレーン打設間隔の中間点における

間隙水圧の値から静水圧を引いた値を過剰間隙水圧とし，

図-4.4 に過剰間隙水圧の深度分布図として示す．なお，

図中には初期有効応力の深度分布も併記した．本図にお

いて，過剰間隙水圧が初期有効応力を上回るか否かでド

レーンの有効性を評価した．先ず，ドレーン打設間隔が

0.5 m のグラフを見ると，各ドレーン打設長ともに，打

設深度内においては過剰間隙水圧を概ねゼロに抑えるこ

とができているが，ドレーン打設下端からは深度が深く

なるにつれて過剰間隙水圧が大きくなる結果となってい

る．続いて打設間隔 1.2 m のグラフを見ると， いずれの

ドレーン打設長も過剰間隙水圧の値は大きくなっている．

初期有効応力分布を下回る条件は，打設長 2.2 m と 3.0 m

である．打設間隔 2.4 m では打設長 3.0 m が初期有効応

力分布と同等か若干下回る程度であり，他の打設長につ

いては，いずれの深度でも上回った．打設間隔 3.5 m で

は，すべての打設長で初期有効応力分布を上回った． 

地表面変状を抑制し，緊急車両の通行可能性や荷さば

き地の利用可能性を大幅に高めるに際し，地表面に作用

する荷重を考慮した支持力検討が別途必要になる．ここ

では，例えば，一般的な車両荷重として10 kN/m2程度を想

定し，幅2.438 mの浅い基礎（港湾基準によりコンテナの

標準規格）として支持力検討を行うと，すべり線は地表

からおおよそ2.0～3.0 m程度の深さに生じると推測され

る．したがって，当該範囲の過剰間隙水圧の上昇，伝播

を防ぐことが求められる．以上の解析結果を踏まえると，

上記の趣旨に合致し，最も効率的なドレーン仕様は打設

間隔が1.2 m，打設深度が3.0 mのケースであり，実際，過

剰間隙水圧比は，代表的に0.5程度以下に抑えられている．

この際，ドレーンの打設間隔については，後述の遠心模

型実験と整合性を保持している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 遠心力場実験 

(1) 実験条件 

浸透流解析と同様に，地盤下方から上向き浸透圧を与

えることでボイリング現象を再現した．図-4.5 にモデル

地盤の断面図および平面図を示す．モデルの縮尺は 1/20

であり，括弧内の実物換算したスケールは浸透流解析モ

デルと合わせている．底版に通水経路を備えた剛土槽内

に，先ず，透水層として礫層（D50=15 mm）を設け，そ

の上に液状化層として砂地盤（7 号珪砂，ρsat=1.925 g/cm3 

19），Dr=40 %）を気中落下法により作成した．地盤中に

は 5.0 cm 層厚毎に色砂を薄く撒き出し，土槽側面から地

盤の変形状況を確認しやすくした．地盤作成後に底版の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図-4.5 遠心模型地盤断面図・平面図 

図-4.4 過剰間隙水圧の深度分布 
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図-4.6 模型ドレーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4.7 遠心力場実験模型および実験装置 

表-4.2 遠心力場実験ケース一覧 

 

 

 

 

 

 

 

通水経路から脱気したグリセリン水溶液を浸透させて地

盤を飽和させている．ドレーンは 3 章記載と同様に，レ

ース素材でφ10 mm 程度の筒状布袋の中に，針金をスプ

リング状に加工したものを芯材として入れて使用した．

この際，ドレーンの透水係数は k = 1 m/s である．図-4.6

にドレーンの写真を示す．ドレーンは地盤作成前に土槽

内の所定の位置に糸で吊って固定し，砂を気中落下させ

ながら埋設している．表-4.2に実験ケースを示す．各ケ

ースでは上記の浸透流解析結果を反映してドレーンの打

設長と打設間隔を決めている．ただし，ドレーン打設間

隔については土槽寸法との兼ね合いから水平 2 方向に排

水距離が等しくなるような配置を優先させた．実験は図

-4.7 に示すようにグリセリン水溶液を入れたタンクを

土槽の上端部に設置し，タンクと土槽底版の通水経路を

接続した上で，20G の遠心力場に到達後，タンクの弁を

開放し，水頭差を利用してグリセリン水溶液を土槽底版

から注水，地盤内上向きに浸透させた．なお，この際の

初期動水勾配 i は 1.5 であり砂質土層の限界動水勾配 ic

の 2.3 倍に相当する．実験中の計測項目・センサは，図

-4.5 に示す位置に設置した間隙水圧計とグリセリン水

溶液の注水経路に設置した圧力計および流量計，土槽側

面と上面からの動画撮影である． 

(2) 実験結果 

図-4.8 には撮影した動画から地盤内の流動状況やボ

イリングの発生状況を切り出した静止画を示す．Case 1

（未改良ケース）では，グリセリン水溶液注水開始後，

砂地盤下層部に流動が発生し，その流動は徐々に地盤上

層に伝播していき，地盤表層に近づくと地表面が盛り上

がり，最終的には噴砂が生じた．この一連の現象は，注

水を開始してから止めるまでの間，複数個所で複数回発

生した．Case 3 および Case 4 においても Case 1 と同様の

現象を確認している． 

一方，Case2 では図-4.8(b)に示すように注水開始後に

砂地盤下層部にレンズ状の水塊が生じた．水塊は上部の

地盤を持ち上げながらある程度の大きさに発達すると，

ドレーンを通じて地盤表面に排水すると同時に消滅した．

水塊が発生して消滅するまでの間．色砂層は乱れておら

ず，他のケースで生じたような地盤内の流動およびその

伝播は発生せず，噴砂の形跡もなかった．これは，砂地

盤下層部では過剰間隙水圧が生じるものの，ドレーンが

排水層として有効に機能し，ドレーン改良層への過剰間

隙水圧の伝播を防ぎ，剛性が保たれていたことを意味し

ているといえる． 

図-4.9 には間隙水圧の時刻歴と有効応力（初期全応力

の計算値から間隙水圧の計測値を引いたもの）の時刻歴

を示す．同図中には注水開始と停止のタイミングを赤い

矢印で記している．先ず，図中の送水管内圧力（CH09

黒線）の注水後の値は，Case 2 の初期状態を除くと，い

ずれのケースでも 150 kPa 程度の値となっており，所定

の動水勾配が作用していたと評価できる．次に地盤中の

間隙水圧挙動に着目する．Case 1 では注水開始と同時に

間隙水圧が上昇し，有効応力は砂地盤の全深度でほぼゼ

ロとなり，注水中はこの状態が持続し，注水を停止する

と間隙水圧も消散をし始め，有効応力が徐々に回復して

いく様子が確認できる．Case 3 と Case 4 も同様の傾向に

ある．ただし，注水後の有効応力は 0～10 kPa 程度にあ

り，所々，多少の剛性は残していると推察されるが，図

-4.8 で明らかなように，当該条件下では，流動やボイリ

ングを抑止することはできなかった． 

Case 2 も注水直後に間隙水圧が上昇しているが，その

後の値はCase 1，Case 3 およびCase 4と比べても大きい．

この理由は上述した水塊の影響といえる．過剰間隙水圧

が地盤上層に伝播せず加圧した浸透水が水塊として蓄積

されていき，ある段階でドレーンを通じて表層に排水さ

れたと考えられる．間隙水圧の上昇の度合いを地盤下層 

※括弧内は実物換算値 
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(a) Case 1                                               (b) Case 2 

(c) Case 3                                               (d) Case 4 

図-4.9 間隙水圧および有効応力の時刻歴 

図-4.8 地盤内の流動およびボイリング発生状況 
(a) Case 1                                                                   (b) Case 2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Case 3                                             (d) Case 4 
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図-4.10 過剰間隙水圧の深度分布 

 

と上層で比べると下層のほうが大きく，840 秒付近で地

盤上層(CH04)の間隙水圧が瞬間的に大きくなる一方，他

の間隙水圧は急激に下がっていることは，上述の水塊の

発生から消滅に至る現象と一致する．なお，この水塊は

ボイリング抑止過程で浸透圧を加圧し続けたことに伴い

地盤が剛体として持ち上がった結果生じたものである．

実際の地震作用時には，強制加圧は作用せず地盤が持ち

上がることもない為，上記結果は，表層ドレーンの打設

によって液状化伝播並びにボイリングの発生を有効に抑

止しうることを示しているといえる． 

図-4.10 には各ケースについて，注水開始後 40 秒程度

経過した時点における過剰間隙水圧の深度分布を示す．

図中には図-4.4 と同様に，初期有効応力の深度分布も併

記している．Case2 は他のケースと比べると，明確に初

期有効応力を下回っていることが確認できる． 

 

5. ボイリング被害抑止工法の地表面変状抑制効果

の検証 20) 

 

5.1 地表面変状抑制効果の検証実験概要：装置諸元・条

件・ケース 

本章では，上述の通常重力場および遠心力場実験結果

をふまえ，本ボイリング被害抑止工法による地表面変状

の抑制効果について詳しく検証している．  

(1) 実験装置諸元 

図-5.1 に遠心実験模型と実験装置を示す．図-5.2 に遠

心模型実験で使用した剛土槽の断面図と平面図を示す．

図-5.1 に示すように土槽上部の注水タンクから，模型地

盤底面の 2 個所より注水し，水頭差で上向き浸透流を与

えた．注水口は模型地盤の左右側面から 12 cm（模型寸

法）離れた場所に設置した（図-5.2）．注水タンクからの

水流が地盤に直接作用しないように透水層として礫層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.1 遠心実験模型と実験装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.2 遠心実験土槽の断面図と平面図（模型寸法） 

 

（D50=15mm）を設け，注水口にはアクリル板を設置し

て減勢させている．注水により水面が上昇し，所定の高

さを超えると水が越流槽（図-5.2）に流れ，一定の水面

（地表面の 2.5cm 上）を保つようにした．この越流層内

の水が溢れるまで約 300 秒間注水した．遠心力場 20 G の

実験中の模型地盤の挙動とボイリング発生状況を観察す

るため，模型地盤の正面と上面にカメラを設置した（図

-5.1）． 

(2) 実験条件・ケース 

図-5.3 に模型地盤の代表な断面図と平面図を示す．遠

心模型実験は遠心力場 20 G で行い，図-5.3 に示す寸法

は実物換算値である．4 章記載 17)と同様に，層厚 5 m の

緩詰め砂質地盤層として，気中落下方式により相対密度

Dr=40 %（ρsat＝1.925g/cm3）の模型地盤を東北珪砂 7 号

で作成した．ボイリングによる地盤内の変動を土槽正面

のカメラ 1 で観測できるように地盤内に間隔 50 cm（模

型寸法：2.5 cm）毎に薄い色砂層を水平に撒き出した．

また，同カメラで撮影した動画を用いて，ボイリングに 
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図-5.3 遠心模型地盤の断面図と平面図（実物換算値） 

 

 

 

 

 
 

(a）実用ドレーン材 

 

 

 

（b）模型ドレーン材 
 

図-5.4 人工排水材（実用と模型） 

よる地盤変形挙動を PIV 解析で評価した．間隙水は，相

似則を踏まえ水の 20 倍の粘性に調整したグリセリン水

溶液を使用した． 

ボイリング被害抑止工法で実用するドレーン材（内径

100 mm，透水係数 k=4 m/s）21), 22) を図-5.4(a)に，3 章

及び 4 章記載の模型ドレーン材（φ10 mm，透水係数 k=1 

m/s）を図-5.4(b)に示す．3 章・4 章記載のとおり，ボイ

リング抑止には透水係数 1 m/s のドレーン材（地盤の透

水係数：0.0001~0.01 m/s の場合）が十分に機能すること

を明らかにしている．一方，ドレーン内径の影響に関し

ては，浸透流解析で内径を 100～200 mm の間で変化させ

て，地盤内の水圧分布を分析した結果，ドレーン内径に

関わらず地盤内の水圧分布はほぼ一定であったことから，

上記範囲内ではドレーン内径の影響が小さいことが判明

した．これを踏まえ，本章記載の遠心力場実験でも上記

と同様の模型ドレーンを用いた． 

地盤内の間隙水圧挙動を把握するため，深度方向 5 個

所に間隙水圧計を設置した（図-5.3）．この際，当該水圧

計がボイリングによる地盤変形と共に動くことを防ぐた

め，それらを土層側面に固定した（図-5.3）．また，注水

状況を確認するために，注水経路に流量計を設置した． 

模型地盤は先ず 1G 場で気中落下により作成し，遠心

力場（20 G）で注水タンクから地盤底面に繋がった通水

路を通してグリセリン水溶液の注水を行い，所定の高さ

まで地盤を飽和させた．次に，遠心加速度を一旦 1G 場

に下げた後，レーザー変位計により地表面の高さを測定

した．そして，遠心加速度を再び上げ，20 G の遠心力場

に到達後，注水タンクの弁を開き，水頭差により地盤底

面に所定の動水勾配で上向き浸透流を与えた．この際の

初期動水勾配 i は 1.5～1.8 であり，砂質地盤の限界動水

勾配 ic（=0.66）の 2.3～2.7 倍に相当する．注水終了後，

注水タンクの弁を閉じ，遠心加速度を 1G場に下げた後，

表面水を排水させ，実験後の地表面の高さをレーザー変

位計で測定した． 

実験ケースを表-5.1 に示す．予備検討として，注水条

件（動水勾配と注水速度）をCase 1とCase 2で検討した．

4 章記載の遠心力場実験ではボイリングを抑止できた際，

改良層直下にレンズ状の水塊が生じ，改良地盤層が浮き

上がった後，水塊内の水が消散することにより地表面が

沈下し落ち着いた．これはドレーンの排水性を注水速度

（流量：10～12 L/min）が上回り，強制継続注水によっ

て改良地盤層の浮き上がりが生じたことが要因といえる．

実際の地震作用では地盤層が強制的に浮き上がることは

ないといえるが，本章の実験目的であるボイリング抑止

による地表面変状抑制効果を正しく評価するため，この 
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表-5.1 遠心模型実験のケース一覧（実物換算値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ような水塊が生じない適切な注水条件について検討した．

そして，ボイリング被害に関する地下水面の影響につい

て Case 3（不飽和層厚 1 m）と Case 4（不飽和層厚 2 m）

で確認している．Case 4～7 では排水材の改良仕様をパラ

メータとして，地表面変状抑制効果を評価した．なお，

Case 5, 6, 7 の改良仕様は 4 章記載の遠心力場実験結果に

基づいている．用いたドレーン材の配置を図-5.3 に示す． 

 

5.2 地表面変状抑制効果の検証結果 

(1) 予備検討 

Case 1 と Case 2 では完全飽和地盤において一定の初期

動水勾配（i=1.5）で注水流量を 0.3～12 L/min の範囲内

で変化させ，Case 1 はボイリングの発生，Case 2 はボイ

リングを抑止できる一方，水塊が生じない条件で，適切

な注水条件を探った．その結果，ドレーンの透水性に相

当する注水流量 3 L/min程度と初期動水勾配 i=1.5とする

ことで上記の条件を満たすことが分かった．従って，Case 

3～7 の実験はこの一定の注水条件で実施した． 

Case 3 と Case 4 の実験結果を図-5.5～図-5.7 に示す．

図-5.5にカメラ 1で撮影した実験前と実験中の地盤の様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図-5.6 間隙水圧の時刻歴 (Case 3, 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実

  図-5.7 実験後の地表面の変位量 (Case 3, 4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-5.5 実験前と実験中の地盤の様子 (Case 3, 4) 
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図-5.9 間隙水圧の時刻歴（Case 5, 6, 7） 

 

子を示す．Case 3 では 3 章記載の遠心力場実験と同様に

注水により地盤流動が生じボイリングが発生した．一方，

Case 4 ではボイリングが土槽正面付近に発生せず，カメ

ラ 1 では確認されなかったが，カメラ 2（図-5.5）より

複数回のボイリング発生が確かめられた．実験中に測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5.10 過剰間隙水圧比の時刻歴(P2) 

 

表-5.2 地表面の最大不陸量（実物換算値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

定した間隙水圧の経時変化を図-5.6 に示す．同図に注水

開始，注水完了及び初回のボイリング発生のタイミング

も記載している．注水開始とともに地盤全体の水圧が上

昇して，最初のボイリングが生じた直後，水圧が地表面

付近で消散し，水圧がある程度減少した．この初回ボイ

リングの発生タイミングについて Case 3 は 350 秒（注水

20 秒間），Case 4 は 400 秒（注水 70 秒間）の時点であり，

いずれのケースでも水圧の伝播によって表層地盤が飽和

する過程でボイリングが発生した．即ち，不飽和層全体 

図-5.8 実験前後の地盤の様子と PIV 解析結果 
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が完全に飽和してからボイリングが生じるのではなく，

表層が完全に飽和しなくても局所的な水圧伝播でボイリ

ングの発生が確認された．レーザー変位計により測定し

た実験前後の地表面高から，実験後の地表面変状（実験

前後の地表面高の差）を算定した結果（実物換算値）を

図-5.7 に示す．レーザー測定は土槽奥行方向の 3 測線で

計測した．それぞれの測線で変位量は異なるが，変状傾

向はほぼ同様である．Case 3 ではボイリングが地盤正面

右側に発生したため地表面も同サイドのみが大きく変状

した一方，Case 4 では複数個所でボイリングしたため地

表面が全体的に変状した．変状量は Case 3 で最大の沈下

量-0.20 m，隆起量+0.20 m，Case 4 で最大の沈下量-0.29 m，

隆起量+0.16 m と大きく生じた．過去の地震後の調査結

果 23)
 では液状化に伴う噴砂により最大の隆起量は 0.3 m

程度，最大の沈下量は 0.3～0.5 m 程度と報告されており，

本実験の結果と同様のオーダーである．本検討では上向

き浸透流によりボイリング現象を誘起したが，以上の結

果から，地震時のボイリングによる被害及び不陸を概ね

再現できているといえる． 

(2) 地表面変状の評価実験 

図-5.8 には Case 5, 6, 7 の実験前後の地盤内の様子と

PIV 解析結果を示す．まず，Case 5 はボイリングを抑止

できたケースであり，未改良 Case 4（図-5.5）のような

注水による地盤内の流動やボイリングの発生がなく，実

験後の地盤状況は実験前と実質同じである．一方， Case 

6 と Case 7 では未改良ケースと同様に注水中にボイリン

グが複数個所で発生したことが確認された．図-5.8 に示

すようにCase 6とCase 7では地盤内の流動化により水平

色砂層が広い範囲で乱れた．また， 地盤流動に伴う地盤

内変状を PIV 解析で評価し確かめた．地盤内が流動する

前後の PIV 解析結果（図-5.8）から，Case 5 と比較して，

Case 6 と Case7（注水 60 秒）では，局所的な地盤流動の

発生により地盤内が大きく変状したことが分かる． 

計測した間隙水圧の経時変化を図-5.9 に示す．先ず， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボイリングを抑止した Case 5 に着目すると，ドレーンを

打設した改良層は排水層として有効に機能することで浅

層地盤内の水圧（水圧計 P1）は他のケースより小さいこ

とが分かる．改良層の排水効果は改良下端まで（水圧計

P2）影響するが，水圧の減少は P1 より小さい．水圧計

P2 で計測した間隙水圧から静水圧を除いた過剰間隙水

圧と初期鉛直有効応力を図-5.10 に示す．Case 5 では初

期鉛直有効応力（ボイリングに対する抵抗力）に相当す

る過剰間隙水圧が発生し，他のケースではボイリングの

影響によりこれを上回る過剰間隙水圧が発生している．

未改良地盤部の水圧（P3 と P4）は逆の挙動が生じてい

る．即ち，ボイリングが発生したケース (Case 4, 6, 7) よ

りボイリングが発生しなかったCase 5の水圧がやや高い

（図-5.9 参照）．これは，ドレーンにより改良層内の間

隙水圧が低減し，改良地盤の剛性および有効応力が保た

れることで，改良層の自重が有効上載圧として作用する

ため，その分深層部の水圧が大きくなったことが考えら

れる．よって，ボイリングを抑止したケースの未改良中

深部の水圧特性は，改良層の排水機能が有効に機能して

いることを示しているといえる．また，ボイリングが発

生したケース  (Case 4, 6, 7) では前述のように注水によ

り間隙水圧が上昇し，ボイリングが発生した直後，当該

水圧が減少することを水圧計 P3 と P4 で確認した．一方，

未改良 Case 4 と異なり Case 6 と Case 7 では注水当初の

水圧  (P4)  は Case 5 と近いレベルで発生し，ドレーンの

排水効果が一定程度機能したが，これらの改良仕様では，

水圧上昇の抑制機能が十分ではないため，ボイリングが

生じており有効な抑止効果は期待できない． 

実験後の地表面変状を図-5.11 に示す．土槽中心の測

線のみを代表として，同図に Case 4, 5, 6, 7 の地表面変状

の比較を示した．また，それぞれのケースの沈下量，隆

起量および不陸量の最大値（隆起と沈下の最大値の差）

を表-5.2 に示す．ボイリングが発生した Case 4, 6, 7 では

地表面が大きく変状したのに対して，ボイリングを抑止

図-5.11 実験後の地表面変位（Case 4, 5, 6, 7 の土槽中心測線, 実物換算値） 
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した Case 5 では概ね一様の沈下が生じており，その量も

僅かである．不陸量について未改良 (Case 4) は 0.45 m で

あるのに対して，ボイリング被害抑止工法による改良仕

様の不陸量 0.03 m は荷役機械等の走行性能も確保する

レベル 24)
 であり，最大不陸量を 9 割以上抑制したことが

確認された．Case 5 の沈下量は，改良層直下の未改良部

（層厚 2 m）が注水により液状化した後の排水に伴う沈

下量（層厚の 1.5%）である．液状化による排水に伴う地

盤の体積ひずみは一般的に 3%程度（対象地盤層が全体

液状化する場合）生じること 25) が知られているが，地

盤表層に非液状化層（厚さ 3 m 以上）が存在する場合，

液状化による被害が小さいことが過去の地震後調査結果

から明らかとなっている 26)．本実験ではドレーンによる

表層改良層が液状化の伝播を抑制した結果，非液状化層

となり，体積ひずみが 1.5%程度に留まっている．また，

地盤条件に応じて未改良部が厚いほど沈下量が大きくな

るが，これは一様の沈下であり車両の通行には影響が小

さいと考えられる．本工法の目的は，液状化による沈下

はある程度許しつつ地表面変状・凸凹を抑制し，地震後

の緊急車両の通行可能性や荷さばき地の利用可能性を大

幅に高めることであり，上述の実験結果からドレーン材

を用いた本工法により，最大不陸量が未改良地盤の場合

の 1 割以下に抑えられ，緊急車両の通行可能性や荷さば

き地の利用可能性を大幅に高めることができるといえる．  

 

6. ボイリング被害抑止工法の有効応力解析と設計

フロー27) 

 

6.1 ドレーン材の打設仕様 

(1) 打設配置 

本工法のドレーン材打設配置に関する概略図を図-6.1 

に示す．平面的なドレーン材の配置は，打設間隔 の正

方形配置を基本とし，深さ方向のドレーン材の打設では，

透水性の高い路盤層をドレーン材の排水層として扱うた

め，路盤層下端を起点とした打設長を打設深度 とする．

この際，ドレーン材を非液状化層内に留まる長さで埋設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する場合（図-6.1b）と，ドレーン材を液状化層の上層部

まで埋設する場合（図-6.1c）があり，双方とも地震時に

液状化が生じたとしても，過剰間隙水圧の地盤表層への

伝播の抑止により表層地盤内の流動を抑え，ボイリング

及びこれによる地盤変状を抑制するものである． 

(2) 有効応力減少比の導入 

ボイリングを抑止しうる打設仕様に関して 4 章記載の

遠心力場実験結果と対比して有効応力解析結果を考察す

る際，本章では，地表下に透水性の高い路盤層が存在す

る場合を対象とするため，次式に示す有効応力減少比  

(図-6.2) を導入した． 

               (1) 

ここに， は，静水位が地表面にあるときの鉛直有効

応力， は，路盤層下端の鉛直有効応力， は，有効

応力解析より得られる鉛直有効応力値である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.2 数値解析上の有効応力減少比  

 

4 章記載の定常浸透流解析では不飽和土層と路盤層を

省略したため，式(1)は， = 0 の際の有効応力減少比（過

剰間隙水圧比）を表す．図中の と は，それぞれ，

ボイリングを抑止しうる最小層厚と許容有効応力減少比

である．4章及び 5章記載のとおり， = 0.5の場合，

内で の範囲内にあればボイリングを確実に抑止

できることを遠心力場実験結果 17),20)と共に，明らかにし

ている． 

同図中の「UD/DR 条件下の有効応力解析においてボイ

リングを確実に抑止できる範囲」は，4 章記載の定常浸

透流解析と整合するかたちで示したものであるが，詳細

については後述する．また，図-6.2 の有効応力減少比に

おいて地震前の状態が  0 となる理由は，地震前の初

路盤層（透水性の高い排水層）

（静水位が地表面にあ

るときの鉛直有効応力）
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図-6.1 ドレーン材打設配置の概略図 
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期応力状態を求める際の自重解析（定常浸透流解析）に

おいて地下水位以浅の間隙に負圧（サクション）が作用

するためである． 

 

6.2 ２次元有効応力解析 

(1) 解析方法 

本研究における 2 次元有効応力解析では，構成式とし

てひずみ空間多重せん断モデル 28)を用い，自重解析（定

常浸透流解析）により地震前の初期応力状態を求めた後，

所定の地震動作用に対し，式(2)に示す土骨格の運動方程

式と式(3)に示す等価間隙体（便宜的に間隙水という）の

収支バランス式を連成させた土－水連成解析を行う．こ

こで，等価間隙体とは，間隙水と間隙空気の 2 相を飽和

度に応じて 1 相に置き換えた等価な間隙体のことを表す．

飽和地盤については 2 相系であるが，不飽和地盤につい

ては，3 相系を 2 相系に置き換える際，簡易 3 相系と呼

ばれる．飽和度 70%以上の砂地盤を対象とする場合，簡

易 3 相系の地震時挙動は厳密な 3 相系と同等であること

が確認されている 29)．また，地震前の不飽和地盤の飽和

度は 70%以下の場合があるものの，地震後の液状化層か

らの水圧伝播速度は，飽和度 70%以上を仮定した簡易 3

相系の方が厳密な 3 相系に比べ速くなるため，有効応力

減少比を評価する上で安全側の評価となる．  

               (2) 

     (3) 

ここに，σ：全応力，ρ：密度，g：重力加速度，u：土

骨格の変位，k：透水係数，p：間隙圧，ρp：等価間隙体

の密度，ε：土骨格のひずみ，n：間隙率，Kp：等価間隙

体の体積弾性係数である． 

(2) 解析条件 

(a) 地盤条件 

本解析では，5 章 1 節で述べたとおり，不飽和土層厚 2 

m を有する砂地盤を対象とする．ここでは，層厚 10 m

の砂地盤上に層厚 0.5 m の路盤（排水層）が存在する水

平成層地盤（地表面を G.L. +0.5 m，砂地盤表面を G.L. 0.0 

m，地下水位を G.L. -2.0 m とする）を想定し，地震後に

不飽和地盤が液状化層からの水圧伝播を受けて液状化し

うる条件として，飽和・不飽和砂地盤の相対密度は 40 %，

不飽和砂地盤の飽和度は 96 %を仮定した．この際，路盤

と砂地盤の密度 は，それぞれ，1.93 t/m3と 2.00 t/m3，対

応する透水係数 は，路盤：1.0×10-3 m/s と砂地盤：1.0×10-4 

m/s とした． 

(b) 対策ケース 

対策ケースのドレーン材の打設仕様は，第 4 章, 第 5

章においてボイリング抑止が観測されたケースを踏まえ，

=3.0 m， =1.5 m とした．ドレーン材の径 と透水係数

については，それぞれ， = 0.1 m， = 8.0 m/s とした． 

対策地盤のモデル化については，ドレーン材 1 本あた

りの軸対象モデルに等価な平面ひずみモデル 30), 31)に基

づく拡張型モデル（ドレーン材を土要素と同じ要素に置

き換え，透水係数のみドレーン材のものを適用したモデ

ル）を用いた． 

(c)境界条件 

本有効応力解析における境界条件を図-6.3 に示す．地

表面の間隙水圧（ ）の境界条件として，非排水 (UD) 条

件，非排水／排水 (UD/DR) 条件，及び排水 (DRc) 条件の

3 種類がある．簡易 3 相系における排水・非排水境界は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.3 本有効応力解析における境界条件 

 

厳密な 3 相系における排気・非排気境界に相当する．そ

のため，UD 条件は，舗装の表面を考慮したもので，舗

装面が気密性の高い状態にあることを意味する．UD/DR

条件は，ボイリングが発生した時点で舗装面の気密性が

保持できなくなるため DR 条件に遷移するものの，実際

にどの時点でボイリングが生じるのか予測できないため， 

 

 

 

 

 
図-6.4 周波数 2 Hz，継続時間 50 秒の正規化した正弦波 

 

 

 

 

図-6.5 実際のレベル 2 地震動を想定した PI 波 
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便宜上，間隙水が地表面（舗装面）に達する時刻 にお

いて UD 条件から DR 条件に遷移すると仮定したもので

ある．DRc 条件は，本工法では，実際には，路盤層に空

気抜き桝を設置するため，これを模擬した条件である． 

変位（ ， ）及び地表面を除く間隙水圧（ ）の自由

度については，水平成層地盤における一次元的な挙動を

再現できるように，図-6.3に示すとおり，多点拘束とした． 

(d) 入力地震動 

入力地震波形として，図-6.4 に示す周波数 2 Hz，継続

時間 50 秒の正弦波と，図-6.5 に示す実際のレベル 2 地 

震動を想定した PI 波の 2 波形を用いた．正弦波の最大加

速度 は 300 Gal とした．PI 波の最大加速度は，図-5.5

に示すとおり， = 817 Gal である． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(2) 解析結果 

(a) 未対策 

未対策地盤の UD 条件下の解析結果として，正弦波と

PI 波に対する有効応力減少比 と増分体積ひずみ の

深度分布・時刻歴を図-6.6 に示す．ここで，図中の凡例

は，全解析時間（3000 秒）を通じた の最大値，

は，間隙水が地表面に達する時刻 における

底面の 値， は， 底面において時刻 以降に

が最大となる時刻の 値である．UD条件下の 値

は，UD/DR 条件下の 値と一致する 32)．  

地震作用下の の最大値（地震後を含む全解析時間の

とは異なる）が 0.9 を超える場合を地震時の液状化

条件とすると，地震時に液状化する深度は，地震動によ

り異なり，正弦波では G.L. -4.5 m 以深，PI 波では地下水 

図-6.6 未対策地盤における UD 条件下の有効応力減少比と増分体積ひずみの深度分布・時刻歴 

図-6.7 対策ケースにおける UD 条件下の有効応力減少比と増分体積ひずみの深度分布・時刻歴 

 

 

(a) 正弦波                          (b) PI 波 

(a) 正弦波                          (b) PI 波 
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図-6.8 空気抜き桝設置を模擬した DRc 条件下の最大  

分布 

 

位  (G.L. -2.0 m) 以深であった．両地震とも液状化層より

浅部では，地震終了後から間隙水が地表面に達する時刻

（正弦波で 313 秒，PI 波で 227 秒）を経て 底面

で 値が最大となる時刻（正弦波で 1245 秒，PI 波で 2029

秒）まで，不飽和土層において 値は上昇し続け 1 を超

え，この間，体積も膨張（ > 0）し続けていることから，

液状化層からの過剰間隙水圧の伝播を受けて不飽和土層

でボイリングが発生する条件  ( >1)を再現している

といえる． 

PI 波の場合， 分布（図-6.6b(ii)）の地下水位下の

G.L. -3.0 m 以浅に着目すると，地震後，過剰間隙水圧消

散に伴う体積収縮と下方からの水圧伝播による体積膨張

が混在することがわかる．一方，同深度の時刻 (227

秒)～2029 秒間に着目すると，体積膨張を伴って 値は

上昇し 1 を超えることから，地下水位下でもボイリング

に至る地盤内流動の発生条件を再現しているといえる． 

未対策の 値は，両地震とも 0.5 を超えており，ボ

イリング抑止の可否の観点で，4 章記載の定常浸透流解

析結果と整合する． 

(b) 対策ケース 

対策ケースの解析結果を未対策の結果（図-6.6）と対

比するかたちで図-6.7 に示す．地震時に液状化する深度

は，正弦波では未対策と変わらないが，PI 波では未対策

時の液状化範囲にドレーン材が打設されているため，地

震中に過剰間隙水圧が上昇しつつもドレーン材による排

水を伴い，50 cm 下がっている．地震終了後は両地震と

も液状化層より浅部で 値は上昇するものの，その上昇

は地震中・終了後を通じて大幅に抑制され，G.L. -0.25 m

を除いて 値は 1 に達せず，体積膨張も顕著に小さくな

っているのがわかる．G.L. -0.25 m では 1 となって

いるが，これは地表面境界条件を安全側で UD 条件とし

ているためである．実際の施工では，排水層である砕石

層に空気抜き桝を設置するため，これを模擬した DRc 条

件下では，図-6.8 より，不飽和土層全体で は 1 を大

幅に下回り，ボイリングは生じない． 

対策ケースの 値は，両地震とも 0.5 以下であり，

ボイリング抑止の可否の観点で，未対策と同様，4 章記

載の定常浸透流解析結果と整合する． 

 

6.3 設計フロー 

 図-6.9に本研究において構築した人工排水材を用いた

ボイリング被害抑止工法の設計フローを示す．本工法は，

港湾基準33),12)による液状化判定（液状化安全率 値）に基

づく液状化危険度 値34)と石原法25)
 によるスクリーニン

グを経てボイリング抑止が必要と判断された場合に適用

される．ボイリング抑止最小層厚 は，ボイリングを

抑止する上で必要な最小層厚 （4章記載より2 m）と

する，または，必要に応じて車両荷重や荷役荷重等に対

する地震時支持力に必要な最小層厚 を考慮して決

定する．この際， の算定においては，共同溝設計指

針による浮上り安定計算法35)を参照し，車両や荷役等の設

計上載荷重を受ける土塊の安定計算を行う．ドレーン材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.9 ボイリング被害抑止工法の設計フロー 
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【設計条件の設定】

①地盤条件 ④ドレーン材の選定 ⑦ボイリング抑止最小

②設計地震動 ⑤許容有効応力減少比 不飽和土層厚

③設計上載荷重 ⑥設計動水勾配比

支持力最小層厚 の算定

港湾基準による液状化判定（ 値）に基づく液状化危険度 値の算定

ボイリング抑止の要否判定（ 値と石原法による判定）

要対策?

設計チャート（パラメタ： , , ）による打設仕様（ ， ）の選定

適用範囲(注)?

対策不要

?

液状化対策として打

設仕様（ ， ）を決定

（DEPP工法に準拠）

NO

NO

YES

YES

YES

ボイリング被害抑止工法として打設仕様（ ， ）を決定

支持力検討?

YES

NO

（設計チャートの適用外）

適用性検証?

NO

ドレーン材1本あたりの2次元有効応力解析

（ 底面で判定）

NO

YES

（注）

設計チャートは，

が地下水位より上側

であれば無条件に適

用できるが， が

地下水位以深で，

内で地震時に液

状化すると判定される

場合は適用外となる．
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の打設仕様（𝐿，𝑆）は，前節で有効応力解析による検証

を通じて地震動作用に対する有効性を明らかにした定常

浸透流解析に基づく設計チャート（付録A参照）を用いて

決定する．ここで，設計動水勾配比 は，限界動水勾配

に対する地盤底面に与える設計動水勾配 の比（ ）

であり，4章及び5章の結果17), 20)
 に基づき標準値 =2.0と

する．ただし，図-6.1c に対応するドレーン深度内に地

下水位を含む場合， 内で液状化が予想される場合は

当チャートの適用外となるため，前章で述べたドレーン

材1本あたりの2次元有効応力解析を用いて適用性を検証

する．当検証の結果，本工法の適用外となる場合は，液

状化対策として従来の過剰間隙水圧消散工法（DEPP工法

13））に準拠して打設仕様を決定する． 

本設計チャートが適用できる地震動レベルは，本研究

の相対密度 40 %の砂地盤を対象とした有効応力解析に

おいて正弦波の加速度レベルを上げた解析や本研究とは

異なる相対密度 60 %の砂地盤を対象とした有効応力解

析を通じて，PI 波を上回る地震動レベル，または，正弦

波の場合は地盤条件に依存するものの最小でも = 

2400 Gal に相当する地震動レベルであることを確認して

いる 32)．すなわち，当チャートは，レベル 2 地震動に対

して十分適用可能であるといえる．また，当チャートの

適用性検証に用いた有効応力解析に基づくボイリング抑

止判定（ ）は当チャートよりも更に安全側に

なることを合せて確認している 32)． 

 

7. ボイリング被害抑止工法の施工と経済性 36) 

  

ボイリング被害抑止工法に用いる人工ドレーン材は，

外径が 90mm 弱の中空円形断面である．断面形状を保持

し，打設地盤の鉛直方向排水を促進する通水路材と，周

辺地盤からの土砂流入を遮断し間隙水のみのスムーズな

流入を維持するためのフィルター材から構成される．材

料メーカーによりポリエチレン製素材（一部はポリプロ

ピレン製素材）の 2 タイプのドレーン材があるが，打設

深度に応じて 1本あたり 3～5m程度の短尺ドレーンとな

るため，両タイプともに軽量で作業者一人でのハンドリ

ングが十分可能である．ドレーン材の開発に際しては，

一連の材料試験を行い従来型 DEPP 用品からの見直しを

行った．施工性を高めるため従来品に比べ通水路材の外

径を 10%以上低減しているが，部材の力学試験による強

度確認や，さらに管内軸方向の通水試験を行って十分な

透水性が確保できることを確認している 22)（表-7.1 およ

び写真-7.1 参照）．また，浮き上がり防止用の先端アン

カーを装着した状態のドレーン材を写真-7.2 に示す． 

表-7.1 ドレーン材の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7.2 先端アンカーを装着したドレーン材 

 

ボイリング被害抑止工法のドレーン打設装置は，既存

構造物の周辺や狭隘な空間での作業に対応できるように

従来の DEPP 工法に比べ，写真-7.3 に示す小型の鋼管回

転圧入機 2 種をベースマシンとして開発した．リーダー

にドレーン圧入用の専用マンドレルを装着し，コックピ

ットには写真-7.4 に示すデジタル化された専用打設管

理装置を搭載している．ドレーン材や付属の先端アンカ

ー，頭部キャップもドレーン打設装置との組み合わせで 

写真-7.1 ドレーン材の軸方向通水試験の実施状況 

流出水槽

（一定水位）
供給水槽

（一定水位）

ドレーン材

流出量

測定水槽
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写真-7.3  2 種のドレーン打設装置 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7.4 専用打設管理装置 

 

それぞれ 2 種類が用意されているが，前述のとおりドレ

ーン材の性能は等価である． 

 新規開発したボイリング被害抑止工法用のドレーン打

設装置の施工性やドレーン材の打設品質を確認するため，

フィールド打設実験を実施した．本工法では，図-7.1 に

示す標準的な施工フローに基づいてドレーンの打設を行

う．ドレーン材のセットは，写真-7.5 に示すとおり，一

定長のドレーンをマンドレル下部から上方に向かって挿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7.1 ボイリング被害抑止工法の施工フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-7.5 ドレーン材のマンドレル内セット状況 

 

通させ，ドレーン先端に取り付けた先端アンカーをマン

ドレル下端で固定する．先端アンカーは，オーガー掘削・

ドレーン打設時にはマンドレル内への土砂混入を防止す

る蓋の役割を担う．ドレーン長：L = 3, 4, 5m の打設ケー

スからサイクルタイム：Tc として，(4)式が得られた． 

 

       (4) 

ドレーンの出来形は，前出の専用打設管理装置による

モニタリングとデータ収集・管理が可能である．表-7.2

に出来形管理項目を示す．本実験では，いずれの出来形

も問題なく規格値を満足した．また，施工時の騒音・振

動の測定結果について図-7.2に示す．ボイリング被害抑

止工法では，専用マンドレルの先端部にあるスパイラル

オーガーで地盤を掘削するが，水ジェット併用でマンド

レルを静的に圧入する従来型 DEPP 工法とほぼ同程度の

騒音・振動レベルで基準値を十分下回っており，締固め

地盤改良工法等と比較して高い静粛性を確認した． 

フィールド打設実験で確認した施工歩掛に基づいて，

ボイリング被害抑止工法の積算の体系化を行っている. 

本工法では，表層地盤の打設深度 3～5m，打設間隔 1.0

～1.5m が標準的なドレーン打設仕様となる．例えば，液

状化対策として，従来の DEPP 工法で打設深度 20m，打

設間隔 0.75m の改良を行った場合と比べると，施工期間

は 40%以上短縮され，打設コストは直接工事費ベースで

1/5～1/10 程度に抑制される． 

 

表-7.2 出来形管理項目一覧 

 

 

 

 

 

 

舗装部等コア削孔工
（必要に応じて実施）

キャリブレーション

打設装置搬入・組立

施工位置出し

施工装置マンドレルセット

ドレーン材挿入

オーガー削孔・マンドレル挿入

アンカー・杭芯セット

マンドレル引抜き

施工装置移動

打設装置解体・搬出
次の地点へ移動

舗装部等コア削孔工
（必要に応じて実施）

キャリブレーション

打設装置搬入・組立

施工位置出し

施工装置マンドレルセット

ドレーン材挿入

オーガ削孔・マンドレル挿入

アンカー・杭芯セット

マンドレル引抜き

施工装置移動

打設装置解体・搬出
次の地点へ移動

舗装部等コア削孔工
（必要に応じて実施）

キャリブレーション

打設装置搬入・組立

施工位置出し

施工装置マンドレルセット

ドレーン材挿入

オーガ削孔・マンドレル挿入

アンカー・杭芯セット

マンドレル引抜き

施工装置移動

打設装置解体・搬出
次の地点へ移動
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図-7.2 施工時の騒音 (上) と振動 (下) の測定結果 

8. まとめ 

 

本報告では，人工排水材を用いたボイリング被害抑止

工法の開発 15), 17) 20), 27), 36) について記した．以下では，  

各章で得られた知見を述べまとめる．  

２章では，人工排水材を用いた液状化対策の事例につ

いて記し，未施工箇所では液状化により被災し，大きな

凸凹・亀裂が生じるとともに，舗装に顕著な被害が生じ

ることを示した． 

３章では，人工排水材を用いた液状化伝播およびボイ

リング被害抑止に関する通常重力場の実験及び解析と考

察を行った結果，不透水層の有無に依らず，ドレーンの

敷設により，液状化の発生は許容しつつも，ドレーン下

端上方において液状化域の進展・伝播を抑制することに

よって，地盤内の流動を防ぎ，ひいては，ボイリングの

発生を有効に抑制しうることを明らかにした．  

４章では，人工排水材による液状化時のボイリング被

害抑止効果を定量的に評価することを目的として 3 次元

浸透流解析および遠心力場実験を実施し，打設深度を 3.0 

m，打設間隔を 1.2 m とすることで，必要十分なボイリ

ング抑止効果を得ることを実証した．また，液状化の発

生自体を抑止する従来のドレーン工法に対して，本工法

の仕様は大幅に低減することを示した． 

５章では，ボイリング被害抑止工法による地表面変状

抑制効果を一連の遠心力場実験を通じて詳しく検証した．

その結果，未改良地盤の最大不陸量 0.45 m に対して，ボ

イリングを抑止した改良地盤（改良仕様：打設深度 3.0 m，

打設間隔 1.2 m）では数 cmレベルの沈下が生じるものの，

地表面の不陸量を約 9 割抑制しうることを実証した．地

表面変状の抑制により，地震後の緊急車両の通行可能性

や荷さばき地の利用可能性を大幅に高めることが可能で

あり，従来の液状化対策工法と比べコストと工期を大幅

に削減できる有効な工法といえる．  

６章では，透水性の高い路盤層を考慮した有効応力減

少比概念を導入し，一連の 2 次元有効応力解析を通じて，

地震動作用に対する本工法原理の有効性を解析的に明ら

かにすると共に，上述の重力場・遠心力場実験・浸透流

解析結果と整合した設計フローを構築し，レベル 2 地震

動に対する適用性を示した．特に，地震動終了後の液状

化層から非液状化層（不飽和土層）への水圧伝播による

液状化を再現すると共に，ドレーン材を用いた従来の液

状化対策（DEPP 工法）よりも格段に低減した仕様（設

計チャートによる）により，地震時及び地震後において

液状化層から上層への水圧伝播を効果的に抑制し，もっ

てボイリング発生を抑止しうることを詳細な有効応力解
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析を通じて解析的に明らかにした． 

７章では，ボイリング被害抑止工法の施工と経済性に

ついて記し，従来の液状化対策と比べ，施工期間は 40%

以上短縮され，打設コストは 1/5～1/10 程度に抑制され

ることを示した． 

本工法は，新たな概念に基づく液状化被害抑止技術 37)

として，従来の液状化層ではなく，非液状化層に人工排

水材を敷設することで，液状化層から上層の非液状化層

への過剰間隙水圧の伝播を防ぎ，もって液状化に伴う噴

砂・ボイリング被害を抑止する新技術である．巨大地震

時に港湾・空港・海岸等施設における道路面ならびに地

表の変状を抑制し，地震後の緊急車両の通行可能性や荷

さばき地の利用可能性を大幅に高めると共に，コスト面

でも有利な対策方法であり，広域のボイリング・噴砂・

舗装被害を有効かつ経済的に抑止することから，今後の

幅広い普及・展開が期待される． 

本報告の付録として，人工排水材を用いたボイリング

被害抑止工法の設計用チャートを添付しており，本工法

の技術マニュアル資料 38)と共に，参照されたい． 
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付録A：人工排水材を用いたボイリング被害抑止工法の設計用チャート 
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